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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期

第３四半期連結
累計期間

第63期
第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結
会計期間

第63期
第３四半期連結
会計期間

第62期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 28,200 30,667 12,310 13,022 36,080

経常利益（百万円） 969 940 661 743 858

四半期（当期）純利益（百万円） 507 520 375 437 413

純資産額（百万円） － － 20,310 20,435 20,282

総資産額（百万円） － － 32,184 31,389 27,905

１株当たり純資産額（円） － － 1,616.361,626.761,614.26

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
40.19 41.39 29.81 34.82 32.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 63.1 65.1 72.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,077 △168 － － △112

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△855 301 － － △1,120

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,542 369 － － 1,132

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 4,643 4,375 3,941

従業員数（人） － － 341 337 334

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

EDINET提出書類

株式会社電響社(E02666)

四半期報告書

 2/27



２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 337 (136)

　（注）  従業員数は就業人員（グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パート、派遣

社員）は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 135 (18)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パート、派遣社員）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【販売の状況】

販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日 
至　平成22年12月31日） 

　
前年同四半期比（％）

　

電気商品卸販売事業（百万円） 10,419 －

家庭用品卸販売事業（百万円） 2,261 －

報告セグメント計（百万円） 12,681 －

その他（百万円） 341 －

合計（百万円） 13,022 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

　相手先
当第３四半期連結会計期間

　金額（百万円） 割合（％）

株式会社エディオン　 　1,696 　13.0

（注）前第３四半期連結会計期間については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。　

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

（1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）におけるわが国経済は、中国を中心とする

新興国向けの輸出に支えられ回復基調を続けてきたものの、円高、政府の各種補助金終了等を背景に、改善の足取

りが弱まりつつあり、個人消費の低迷、長期化するデフレによる価格競争の激化など、景気の先行きは依然として

不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループの主要販売先である大手量販店業界においては、エコポイント効果による薄型ＴＶの大幅な伸長な

ど全体としては好調に推移した一方、業界内はもとより業態間の競争は益々激化してまいりました。

　このような状況の中、当社グループにおきましては、オリジナル商品の販売強化をはじめ、連結グループ会社間の

連携強化による営業基盤の強化を図りつつ、積極的な営業政策を進めてまいりました。

　この結果、当社グループの当第３四半期連結会計期間の売上高は130億２千２百万円（前年同期比5.8％増）、経

常利益は７億４千３百万円（前年同期比12.3％増）、四半期純利益は４億３千７百万円（前年同期比16.5％増）

となりました。

　

セグメントの業績を示すと次のとおりであります。

　電気商品卸販売事業におきましては、帳合先の変更等の影響等により、売上高は104億１千９百万円となりまし

た。

　一方、利益面におきましては、販売商品の一部における価格の下落等による粗利益の低下等の影響があったもの

の、セグメント損益は４億８千７百万円のセグメント利益となりました。

　家庭用品卸販売事業におきましては、販売先の見直しを図ったこと等もあり、売上高は22億６千１百万円となり

ました。また、利益面におきましては、関東物流センター開設に伴う運用費用等の影響もあり、セグメント損益は３

千７百万円のセグメント利益となりました。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日～平成22年12月31日）における連結ベースの現金及び現金同等

物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末比４億４百万円減少し、当第３四半期連結会計期間末

には43億７千５百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

営業活動により支出した資金は９億３千１百万円（前年同期間は16億１千４百万円の支出）となりました。

　これは主に、税金等調整前四半期純利益が７億４千２百万円（前年同期比１億円増）で、売上債権の増加34億４

千万円及びたな卸資産の増加５億５千７百万円により資金が減少した一方、仕入債務の増加26億２千３百万円に

より資金が増加したこと等によるものであります。

投資活動により得られた資金は２千３百万円（前年同期間は７千６百万円の支出）となりました。

　これは主に、定期預金の預入による支出５千４百万円があった一方、定期預金の払戻による収入１億８百万円

あったこと等によるものであります。

財務活動により得られた資金は５億１千４百万円（前年同期間は14億８千２百万円の獲得）となりました。

これは、短期借入金の純増額７億円があった一方、長期借入金の返済による支出５千９百万円、配当金の支払額

１億２千５百万円があったこと等によるものであります。　

　

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,667,000

計 23,667,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,330,042 13,330,042
㈱大阪証券取引所

（市場第二部）

単元株式数　

1,000株

計 13,330,042 13,330,042 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日

 

－ 13,330 － 2,644 － 2,560

（６）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　 767,000 　　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,465,000　 12,465 －

単元未満株式 普通株式   　98,042　　　 － －

発行済株式総数 13,330,042 － －

総株主の議決権 － 12,465 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社電響社
大阪市浪速区日本橋

東２丁目１番３号
767,000 － 767,000 5.75

計 － 767,000 － 767,000 5.75

　（注）平成22年12月31日現在の自己名義所有株式数は、768,000株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 445 437 419 426 413 418 405 396 424

最低（円） 425 390 392 399 397 399 393 373 393

　（注）　最高・最低株価は、株式会社大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有

限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,411 4,331

受取手形及び売掛金 ※2
 10,488 6,946

商品及び製品 2,774 2,615

仕掛品 5 6

原材料及び貯蔵品 2 3

その他 981 905

貸倒引当金 △21 △22

流動資産合計 18,642 14,786

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 507

※1
 563

土地 2,002 2,379

その他（純額） ※1
 46

※1
 52

有形固定資産合計 2,557 2,995

無形固定資産

のれん 273 287

その他 62 43

無形固定資産合計 335 330

投資その他の資産

投資有価証券 2,647 2,842

賃貸固定資産（純額） ※1
 3,852

※1
 3,469

長期預金 2,844 2,879

その他 511 681

貸倒引当金 △1 △81

投資その他の資産合計 9,854 9,792

固定資産合計 12,747 13,119

資産合計 31,389 27,905
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,118 3,280

短期借入金 2,300 1,500

1年内返済予定の長期借入金 237 237

未払法人税等 252 275

引当金 61 159

その他 367 303

流動負債合計 9,338 5,756

固定負債

長期借入金 552 730

退職給付引当金 360 354

役員退職慰労引当金 133 112

負ののれん 143 176

その他 426 492

固定負債合計 1,615 1,866

負債合計 10,954 7,623

純資産の部

株主資本

資本金 2,644 2,644

資本剰余金 2,560 2,560

利益剰余金 15,540 15,272

自己株式 △423 △422

株主資本合計 20,322 20,054

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 112 227

評価・換算差額等合計 112 227

純資産合計 20,435 20,282

負債純資産合計 31,389 27,905
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 28,200 30,667

売上原価 23,706 26,115

売上総利益 4,493 4,552

販売費及び一般管理費 ※1
 4,007

※1
 4,096

営業利益 485 455

営業外収益

受取利息 26 19

受取配当金 39 42

仕入割引 408 478

投資不動産賃貸料 207 222

負ののれん償却額 33 33

その他 80 61

営業外収益合計 795 856

営業外費用

支払利息 20 15

売上割引 133 146

不動産賃貸原価 82 92

為替差損 71 117

その他 4 0

営業外費用合計 312 372

経常利益 969 940

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 4

その他 0 0

特別利益合計 1 5

特別損失

投資有価証券評価損 33 14

固定資産除却損 0 1

減損損失 ※2
 49 －

特別損失合計 83 16

税金等調整前四半期純利益 886 929

法人税等 379 409

少数株主損益調整前四半期純利益 － 520

四半期純利益 507 520
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 12,310 13,022

売上原価 10,527 11,119

売上総利益 1,782 1,903

販売費及び一般管理費 ※1
 1,342

※1
 1,365

営業利益 439 537

営業外収益

受取利息 5 5

受取配当金 11 13

仕入割引 180 194

投資不動産賃貸料 69 75

負ののれん償却額 11 11

その他 37 18

営業外収益合計 315 317

営業外費用

支払利息 6 4

売上割引 58 55

不動産賃貸原価 27 32

為替差損 － 18

その他 0 －

営業外費用合計 93 112

経常利益 661 743

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 3

その他 0 0

特別利益合計 0 3

特別損失

投資有価証券評価損 18 3

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 19 3

税金等調整前四半期純利益 642 742

法人税等 266 305

少数株主損益調整前四半期純利益 － 437

四半期純利益 375 437

EDINET提出書類

株式会社電響社(E02666)

四半期報告書

13/27



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 886 929

減価償却費 92 93

減損損失 49 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △80

賞与引当金の増減額（△は減少） △67 △60

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10 △37

退職給付引当金の増減額（△は減少） △21 5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △102 21

受取利息及び受取配当金 △65 △61

支払利息 20 15

投資有価証券評価損益（△は益） 33 14

為替差損益（△は益） 71 117

売上債権の増減額（△は増加） △4,265 △3,541

たな卸資産の増減額（△は増加） △291 △157

仕入債務の増減額（△は減少） 2,405 2,837

その他 264 135

小計 △1,006 232

利息及び配当金の受取額 64 59

利息の支払額 △20 △15

法人税等の支払額 △115 △444

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,077 △168

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △662 △1,441

定期預金の払戻による収入 1,174 1,795

有価証券の償還による収入 255 －

有形固定資産の取得による支出 △14 △27

投資有価証券の取得による支出 △127 △26

投資有価証券の償還による収入 300 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 ※2

 △1,710 －

その他 △69 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △855 301

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,800 800

長期借入れによる収入 1,200 －

長期借入金の返済による支出 △171 △178

配当金の支払額 △252 △251

自己株式の取得による支出 △32 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,542 369

現金及び現金同等物に係る換算差額 △52 △69

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 557 433

現金及び現金同等物の期首残高 4,085 3,941

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,643

※1
 4,375
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更
　

（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会
計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の
適用指針」 (企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して
おります。これによる損益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）
　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及
び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四
半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法　 　前連結会計年度末に算定した貸倒実績率を使用しております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

税金費用 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。　

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 ※１. 有形固定資産の減価償却累計額

 3,693百万円  3,644百万円

　（但し、投資その他の資産の「賃貸固定資産（純

額）」に係るものを含む）

　（但し、投資その他の資産の「賃貸固定資産（純

額）」に係るものを含む）

※２．四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の

金額は、次のとおりであります。

２．　　　　　─────────

    受取手形 11百万円 　

　３. 受取手形から控除されている裏書譲渡手形は60百

万円であります。

　３. 受取手形から控除されている裏書譲渡手形は50百

万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 1,388百万円

販売促進費 267

配送費 1,106

賞与引当金繰入額 66

役員退職慰労引当金繰入額 17

退職給付費用 17

※２．減損損失

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ

は以下の資産グループについて、減損損失を計上い

たしました。

場所 用途 種類 その他

 仙台市若林区 営業 土地 事務所・倉庫

　
当社グループは、営業資産については営業拠点別

に、賃貸固定資産については賃貸物件別にグルーピン

グを行っております。

時価が著しく下落していた営業物件に係る土地１

件について、帳簿価額を正味売却価額まで減額し、当

該減少額を減損損失(49百万円）として特別損失に計

上いたしました。 

なお、正味売却価額は、固定資産税評価額を合理的

に調整した価額により評価しております。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 1,410百万円

販売促進費 223

配送費 1,117

賞与引当金繰入額 61

役員退職慰労引当金繰入額 28

退職給付費用 82

　２．　　　　　─────────
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 421百万円

販売促進費 50

配送費 407

賞与引当金繰入額 59

役員退職慰労引当金繰入額 5

退職給付費用 15

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

給料手当 431百万円

販売促進費 57

配送費 389

賞与引当金繰入額 61

役員退職慰労引当金繰入額 6

退職給付費用 19

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目と金額との関係

（平成21年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 4,784

積立預金 △36

預入期間が３か月超１年以内定期預金　 △105

現金及び現金同等物 4,643

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

平成21年４月１日に梶原産業株式会社の株式を取

得し連結子会社といたしました。

取得いたしました梶原産業株式会社の資産・負債

の主な内訳と当該取得による支出との関係は次のと

おりであります。

流動資産   3,254百万円

固定資産 1,226

流動負債 △1,868

固定負債 △253

負ののれん △220

取得価額 2,138

現金及び現金同等物 △427

子会社株式の取得による支出 1,710

 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目と金額との関係

（平成22年12月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 4,411

積立預金 △36

現金及び現金同等物 4,375

　

　２．　　　　　　───────── 

EDINET提出書類

株式会社電響社(E02666)

四半期報告書

17/27



（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式     13,330千株 　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式     768千株 　

３．配当に関する事項

   配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 125 10平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

平成22年11月５日

取締役会
普通株式 125 10平成22年９月30日平成22年12月10日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）

　

電気商品卸

販売事業

（百万円）

家庭用品卸

販売事業

（百万円）

電子部品販

売事業

（百万円）

電気関連シ

ステム化事

業

（百万円）

不動産管理

事業

（百万円）

　

 計

（百万円）

　

消去又は全

社

（百万円）

　

連結

（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売

上高

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高

9,753

14

2,282

3

200

－

69

0

3

3

12,310

21

－

(21)

12,310

－

計 9,7682,286 200 70 6 12,331(21) 12,310

営業利益 339 76 9 9 1 435 3 439

 

　前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　

電気商品卸

販売事業

（百万円）

家庭用品卸

販売事業

（百万円）

電子部品販

売事業

（百万円）

電気関連シ

ステム化事

業

（百万円）

不動産管理

事業

（百万円）

　

 計

（百万円）

　

消去又は全

社

（百万円）

　

連結

（百万円）

売上高

(1）外部顧客に対する売

上高

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高

20,954

41

6,533

19

474

－

228

5

9

9

28,200

75

－

(75)

28,200

－

計 20,9966,553 474 233 18 28,275(75) 28,200

営業利益 289 157 0 21 6 475 9 485

　（注）　１.事業の区分方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２.各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

電気商品卸販売事業
家庭用調理機器、浄水器、シェーバー、ヘアードライヤー、マッサージ機、オイ

ルヒーター、電子カーペット、ガスコンロ、照明器具、住居生活関連商品等

家庭用品卸販売事業
キッチン・ダイニング用品、清掃用品、バス・サニタリー用品、ランドリー用

品、収納用品、行楽・アウトドア用品等　

電子部品販売事業 コンデンサー、スイッチング電源、コネクター、抵抗等

電気関連システム化事業 ビル防犯機器、インターホン設備機器等の販売及び設計施工等

不動産管理事業 営業設備及び賃貸設備の土地、建物の管理、損害保険代理業等

３.事業区分の変更

平成21年４月１日に梶原産業株式会社の株式を取得し、連結子会社といたしました。

第１四半期連結会計期間に「家庭用品卸販売事業」を営む梶原産業株式会社を、新たに連結範囲に含め

たことに伴い、同事業が加わりました。

４.第３四半期連結累計期間に、当社が梶原産業株式会社の株式を取得したことにより、家庭用品卸販売事　　

　　　　　　　　　業における資産の金額が43億７千３百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

　　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦以外に連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。　　　

【海外売上高】

　　前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自平

成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社及び連結子会社の大和無線電器㈱は、主に電気商品を卸販売しており、また連結子会社の梶原産業㈱は、主に

家庭用品を卸販売しております。

各法人は、それぞれ独立した経営単位でありますが、当社及び連結子会社の大和無線電器㈱は、取扱商品が主に電

気商品であり、また販売先もほぼ同じ業界であるため、連結グループとしての販売戦略のもとに事業活動を展開し

ております。

したがいまして、当社は、事業を基礎としたセグメントから構成されており、「電気商品卸販売事業」「家庭用品

卸販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注３)

電気商品卸

販売事業

家庭用品卸

販売事業
計

売上高     　     　     　     　     　     　     　

外部顧客への売上高 23,303　 6,387　 29,691　 976　 30,667　 －　 30,667　

セグメント間の内部売

上高又は振替高
49　 34　 83　 13　 97　 (97)　 －　

計 23,352　 6,422　 29,775　 989　 30,764　 (97)　 30,667　

セグメント利益 380　 20　 401　 44　 445　 10　 455　

　

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他

(注１)
合計

調整額

(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注３)

電気商品卸

販売事業

家庭用品卸

販売事業
計

売上高     　     　     　     　     　     　     　

外部顧客への売上高 10,419　 2,261　 12,681　 341　 13,022　 －　 13,022　

セグメント間の内部売

上高又は振替高
18　 20　 39　 4　 43　 (43)　 －　

計 10,438　 2,282　 12,720　 346　 13,066　 (43)　 13,022　

セグメント利益 487　 37　 525　 8　 534　 3　 537　

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電子部品販売事業、電気関連

システム化事業、不動産管理事業を含んでおります。

２．当第３四半期連結累計期間のセグメント利益の調整額10百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各

報告セグメントに配分されていない全社費用△０百万円等が含まれております。又、当第３四半期連結会

計期間のセグメント利益の調整額３百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△０百万円等が含まれております。全社費用は各報告セグメントに帰属しない一

般管理費等であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項はありません。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20

年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　「受取手形及び売掛金」及び「支払手形及び買掛金」が、当社グループの事業の運営において重要なものとなっ

ており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　 四半期連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

　（1）受取手形及び売掛金 10,488　 10,488　　 －　

　（2）支払手形及び買掛金 6,118　 6,118　　 －　

（注）金融商品の時価の算定方法

（1）受取手形及び売掛金、（2）支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

　

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。

　

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

企業集団の事業運営において、重要なものとなっているデリバティブ取引はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　

　

（賃貸等不動産関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,626.76円 １株当たり純資産額 1,614.26円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 40.19円 １株当たり四半期純利益金額 41.39円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 507 520

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 507 520

期中平均株式数（千株） 12,624 12,563

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 29.81円 １株当たり四半期純利益金額 34.82円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 375 437

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 375 437

期中平均株式数（千株） 12,598 12,562

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。　　

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

２【その他】

平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額……………………125百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月10日

（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月８日

株式会社電響社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　哲雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電響社の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電響社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月７日

株式会社電響社

取締役会　御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　茂善　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 池田　哲雄　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電響社の平

成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電響社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　2.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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